
先日公開された「特許行政年次報告書

2018年版」によれば昨年の商標登録出願

件数は190,939件、登録件数は111,180件と

なり、現行制度化で最多となった。出願

数、登録数ともに2014年から 3 年連続で

伸長しており、商標活用は活発化してい

ると言える。登録件数の上位には、資生

堂、花王、コーセー、小林製薬、明治、

森永乳業など大手健食・化粧品メーカー

がランクイン。最終製品に加えて、原料

での商標取得する動き（インブランド）

も加速。森永乳業の『シールド乳酸菌®』

やキリンの『プラズマ乳酸菌®』などは、

健食、サプリが区分けされる商標取得区

分 5 類以外に清涼飲料水、スープや菓子

など複数の区分で商標を取得し、ブラン

ド力を高めている。

また中小企業の商標活用も急増してお

り、昨年の出願件数は前年比19.1％増の

パッケージデザインは一瞬で客を引き

つけ、商品内容を告知し、購入に誘導さ

せる最強のツールだ。特に食品分野にお

いては、図案、色、写真、コピー等を巧み

に配置し、ターゲット層にインパクトを与

える工夫が施される。相当な投資を経て

完成された商品イメージが、商標を変え

て、いとも簡単に韓国や中国メーカーに狙

われる。英米法では慣習法に基づき、表

装（Get-up）の詐称通用行為についても保

護が与えられるが、成文法によるアジア

の多くの国では保護が十分ではない。外

国市場で、自社のGet-upが無断使用される

ことを如何に阻止すべきであろうか？

ところで、Get-upの問題は、商品全体

のイメージこそ似ているが、文字商標

が異なることにある。商標権侵害が簡

単には主張できず、パッケージ全体が標

識機能を果たし不正競争に該当するか否

かが争点となり、侵害国における日本製

品の周知著名性の程度で判断される。特

に食品業界は、国内販売が多いことから

不正競争防止法等による保護は極めて難

しい。

韓国においては、商品販売方法だけで

94,005件。「大手に比べて販売力やブラン

ド力度で劣る中小でも、知財を活用し、

特定の市場に向け、ピンポイントに訴求

することでシェア拡大に繋がった」（中小

メーカー商品開発）という声も。

海外市場への展開をめざした国際出願

の件数も増加している。昨年のマドリッ

ド協定議定書に基づく国際出願の総数は、

2,505件となり、2013年から 5 年連続で増

加している。うち中小企業によるもの

は1,211件（前年比7.6％増）だった。海外

出願サポートを得意とする三枝国際特

許事務所は先月、中国の連絡事務所を開

設、急増する中国での案件への対応を強

化する。

商標を登録するうえで、重要な点とし

て①他人の先行登録と同一又は類似する

ものでないこと、②識別力を有すること

が挙げられる。識別力があり且つピンポ

イントに効果的な訴求をするネーミング

をいかに先行して登録するかが重要だ。

ファンケルの機能性表示食品『えんき

ん®』は、“遠視や近眼”がイメージされ、

かつ健食業界で先行して一般登録された

例がなかったため、商標登録された好例。

漠然とアイケア、疲れ目と訴求するの

ではなく「40～50代の中高年」「老眼」を

想起させるネーミングと機能性表示によ

る効果の訴求点の絞り込みが売り上げの

拡大に繋がっている。
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特集 知財を活用した製品ブランディング知財を活用した製品ブランディング
プリメントメーカーによる商標

活用が活発化している。大手に

加え、中小企業による商標登録出願件

数が急増。機能性食品のマーケティン

グ戦略においてネーミングは重要なポ

イントだが、商標権には要注意だ。ま

た海外市場を目指すメーカーによる国

際出願も増加。国内外で、商標を活用

し、自社商品をブランディングする機

運が高まっている。
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三枝国際特許事務所  岩井智子氏
インタビューインタビュー アジアで表装（Get-up）の詐称通用行為を阻止する為に
①

はなく店舗設計や内装等、広くトレード

ドレスを保護対象として改正不正競争防

止法に明文化され、先月18日より施行さ

れている。韓国国内で販売されないが、

日本においては著名性の高いGet-upの保護

が改正後どのように取り扱われるかは注

目に値する。中国では、ヤクルトのGet-up

の事件で日本企業が勝訴した事件が参考

になる。本件は、ヤクルト側が商標『益

力多』で中国販売していたところ、某中

国法人が酷似した商品パッケージで『益

菌多』という商品を製造販売したことか

ら、ヤクルト側がその製造販売の差止と

損害賠償を求めた事件である。

一審及び二審裁判所は、ヤクルト側の

主張を全面的に認め、商標権侵害及びパ

ッケージの周知性を根拠とした不正競争

行為を認めた。ヤクルト側は、以下の文

字付きの立体商標も登録していたが、か

かる立体商標についても侵害を認めた点

が興味深い事例である。

中国は韓国のように法整備は十分では

ないものの、裁判所での運用に期待でき

る余地もある。権利化しやすい文字付き

の立体商標を取得し、それを利用してみ

る、Get-upが完全に同一であるが、中国国

内の周知性が主張できないときには、著

作権侵害や意匠権の主張も検討してみる

ことをお勧めする。著作物性は日本より

も緩やかに解釈され、Get-upの著作権侵害

が認められる可能性も高く、もちろん有効

な意匠権があれば、より強い保護が享受

できる。中国人向けECサイトで簡単に日

本の製品が入手できる今、新商品について

は商標のみならずGet-up全体の意匠の権利

取得、立体商標の取得も転ばぬ先の杖だ。

今年 3月、中国政府は国務院機構改革

案を発表し、国務院傘下の特許部門、商

標部門、質量検査部門が統合されること

となった。知財の侵害取締においても、

商標、意匠の法域に分かれることなく同

一部署で摘発等が可能となる点にも期待

が寄せられている。Get-upの模倣例（各々、左が日本企業の商品）
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